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１.補助金支出一覧(令和７年度予算)

（単位：円）

1
経済戦略局

観光部観光課
大阪・梅田駅周辺サイ
ン整備事業補助金

統一的なルールに基づ
く案内表示(サイン)整
備を実施する各事業者

17,914,000

大阪駅・梅田駅周辺は、多くの旅行者が往来する観光拠
点・主要交通結節点であるが、構造が複雑で主要な動線
がわかりづらいことに加え、案内表示のルールに統一
性・連続性がないことから、ここに共通ルールに基づく
案内表示を早急に整備することにより、来阪者、特に急
増する外国人旅行者の周遊性・利便性向上を図り都市魅
力の向上に資することを目的とする

大阪駅・梅田駅周辺において、共通ルールに基づく案内
表示の改修を行う事業者に対して、改修等にかかる費用
の一部を大阪府と協調して助成する（補助率：1/6）

H30 R6

2
経済戦略局
文化部
文化課

芸術活動振興事業助成
金

芸術活動を行う団体ま
たは個人

116,000,000 116,000,000

芸術活動の水準向上と発展を図るとともに市民の文化・
芸術の振興を図るため、文化の向上と文化的創造に寄与
すると認められる芸術活動を行う団体または個人に対し
て補助を行うことにより市民に芸術にふれる機会を提供
する

文化の向上と文化的創造に寄与すると認められる芸術活
動を行う団体または個人に対し、芸術活動に要する会場
費等の経費の一部を補助する
【一般助成A】
補助率:助成対象経費の1/2以内、補助上限:20万円
【一般助成B】
補助率:助成対象経費の1/2以内、補助上限:50万円
【特別助成】
補助率:助成対象経費の1/2以内、補助上限:400万円
①大阪文化力向上支援
大阪市内で開催する芸術活動が、市民の文化への関心の
向上を図るとともに、主催団体の活動の活性化につなが
るもの、また大阪のまちの魅力を活かした芸術活動に対
し助成
②上方古典芸能普及発展支援
上方古典芸能を広く発信することが期待される芸術活動
に対し助成
③多様な人々が参加できる芸術活動支援
障がい者、外国人等多様な人々が参加及び享受しやすい
工夫や配慮を促進するものに対し助成
※②については、市民または市内に主たる事業所をもつ
団体のみ申請可能

H4 R9

3
経済戦略局
文化部
文化課

芸術・文化団体サポー
ト事業助成金

芸術文化活動を行う団
体

10,675,000 15,675,000

ふるさと寄附金制度を活用し、寄附者があらかじめ登録
された芸術・文化団体を選んで本市へ寄附を行い、その
寄附金を財源として当該団体に補助を実施することによ
り、寄附文化の醸成を図るとともに芸術・文化団体の活
動促進を図り、民間の力を最大限に生かす「文化自由都
市、大阪」をめざす

あらかじめ募集・登録された市内を拠点として活動する
公益社団・公益財団法人、認定ＮＰＯ法人、認証ＮＰＯ
法人などの芸術・文化団体の活動に対して、寄附金を募
集し、その寄附金の範囲内で当該団体の活動に要する事
業費・管理費等の経費を補助する H27 R8

4
経済戦略局
文化部
文化課

博物館施設整備補助金
(地独)大阪市博物館機
構

688,050,000 1,082,000,000

安定的かつ市政に貢献する博物館運営に資するため、地
方独立行政法人法第27条第1項の規定により法人が定め
る年度計画に基づく博物館施設の施設整備にかかる事業
を実施する(地独)大阪市博物館機構に対して補助を行う
ことにより、博物館施設における学校教育や生涯学習支
援・市民サービス向上の推進を図る

博物館施設の施設整備にかかる事業を実施する（地独）
大阪市博物館機構に対して、当該事業の実施に要する経
費(工事費等)の10/10に相当する額を補助する

H31 R9
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5
経済戦略局
スポーツ部
スポーツ課

競技力向上事業補助金
競技力向上の取り組み
を行う団体・事業者

11,408,000 11,408,000

トップアスリートをめざすジュニア選手や競技選手の養
成や本市のスポーツに関する競技水準の向上及び大会運
営を担う審判員などの人材育成に資する事業に補助を行
うことで本市の競技水準の向上やスポーツ振興を図り、
国際的又は全国的規模のスポーツ競技大会の開催につな
げる。

本市競技施設などを活用し、競技大会の開催など、総合
的に競技力の向上を図る事業に対し、事業費の1/2以内
かつ国体種目・オリンピック種目については上限550千
円、その他の種目については225千円を上限に補助を行
う。 H24 R8

6
経済戦略局
スポーツ部
スポーツ課

総合型地域スポーツク
ラブ活動支援助成金

総合型地域スポーツク
ラブ

4,320,000 4,320,000

大阪市に登録した「総合型地域スポーツクラブ」に対し
て、そのクラブが、より安定・充実し、将来に向かって
発展していくために、その活動を支援する。

スポーツ振興くじ(toto・BIG)助成金と連動した助成金
であり、本市に登録する総合型地域スポーツクラブで
(独行)日本スポーツ振興センター（以下JSCという）が
定める基準を満たしたもの対して活動事業費の助成を行
う（助成割合：9/10）。助成額はJSCの確保する財源に
より年度ごとに異なる。

R4 R9

7
経済戦略局

立地交流推進部
立地推進担当

本社機能立地促進助成
金

進出企業 41,107,000 50,243,000

大阪市内に本社機能を有する事業所を新たに設置する事
業者への助成により、大阪のビジネス環境の向上や経済
活性化を図る

建物等賃貸料に対する助成
　賃料（対象経費）の50％を助成（24か月分を助成。月
上限額100万円、交付上限2,400万円） R4 R9

8
経済戦略局
産業振興部

イノベーション課

イノベーション創出支
援補助金

イノベーション促進に
つながる研究・技術
シーズをもとに実証実
験など実用化に向けた
取組みを行っている大
学

11,000,000 13,000,000

大学の保有する研究・技術シーズをもとにした、実証実
験など実用化に向けた取組みを行う大学に対して、補助
を行うことにより、本市の経済成長及びイノベーション
創出に寄与することを目的とする

大学が有する優れた研究・技術シーズを対象とし、実証
実験など実用化に向けた取組みを行う大学に対して、研
究開発に要する材料費等の経費を1/2以内で補助する
(補助上限:200万円) H23 R8

9
経済戦略局

立地交流推進部
国際担当

姉妹都市交流推進事業
補助金

国際交流団体、ＮＰＯ
法人、市民ボランティ
ア団体等

3,500,000 3,500,000

本市がこれまで培ってきた姉妹都市ネットワークにおけ
る友好関係維持及び活用のため、姉妹都市交流事業を実
施する国際交流団体・ＮＰＯ法人・市民ボランティア団
体等に対して補助を行うことにより、姉妹都市との交流
を広く市民と共有し、市民の自主的・自発的な交流の促
進を図る

姉妹都市交流事業を実施する国際交流団体・ＮＰＯ法
人・市民ボランティア団体等に対して、事業に要する旅
費交通費、会場使用料及び筆耕翻訳料等の経費を1/2以
内で補助する
(補助対象者・補助上限)
①ステップアップ枠　補助上限:50万円
　姉妹都市交流事業を開始して3年超の団体による事業
で交流者数が100名以上
②チャレンジ枠　補助上限:20万円
　新規事業で交流者数が20名以上

H24 R9

10
経済戦略局

立地交流推進部
国際担当

ＡＴＣ公共的空間整備
事業補助金

アジア太平洋トレード
センター(株)

15,686,000 15,630,000

市民の憩いの場として利用されるオズパーク(海浜公園)
の公共性及びコスモスクエア地区への集客力向上のた
め、施設を管理運営する事業者に対して補助を行うこと
により、公共の福祉の増進及び地域経済の活性化を図る

オズパーク(海浜公園)を管理運営する事業者に対して、
施設管理運営に要する警備費、清掃費等及び修繕費等の
経費を1/2以内で補助する

H6 R9
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11
経済戦略局

立地交流推進部
国際担当

新規展示会誘致補助金 展示会主催者 24,000,000 18,000,000

開催地域における関連産業に大きな経済波及効果をもた
らし、定着率の非常に高い展示会を誘致するため、大阪
市域内で新規展示会を開催（B to Bかつ継続開催される
もの）する展示会主催者に対して助成することにより、
中小企業の支援を図り、ひいては大阪経済の活性化をめ
ざす。

展示会※の初回開催に要する施設使用料の1/2を補助す
る（補助上限：1,000万円）
※展示会は、企業によるビジネスを目的に新たに開催す
るもので、会期2日間以上、施設使用面積延べ2.5万㎡以
上及び初回から2回以上の開催を予定しているもの（国
または地方公共団体が主催するものを除く）

H28 R9

12
経済戦略局
産業振興部
産業振興課

商店街共同施設等整備
支援事業補助金

市内商店街・小売市場
等

40,000,000 30,000,000

社会的・公共的役割を果たすとともに、新たな魅力づく
りのため中長期的な観点により知恵と工夫を活かして施
設等の整備を実施する商店街等に対して補助を行うこと
により、地域経済の振興発展を図る

活性化に向けて施設等の整備を実施する市内商店街また
は小売市場等に対して、事業に要する工事代金等の経費
の一部を補助する
(補助対象事業・基準)
・アーケード、街路灯等の新規、補修事業
（新規）補助率:1/4以内、補助上限:1,000万円
（補修）補助率:1/5以内、補助上限:500万円
・商店街コミュニティ施設及び小売市場の設備の補修事
業
　補助率:1/5以内、上限250万円
・オープンモール化　補助率:1/2以内、補助上限:2,000
万円

H5 R9

13
経済戦略局
産業振興部
産業振興課

水源対策事業補助金 農業団体等 2,925,000 2,925,000

生産緑地地区内農地において安定的に農業用水を確保す
るため、農業用井戸施設の新設または改良事業を実施す
る農業団体等に対して補助を行うことにより、貴重な自
然・緑地空間として、生産機能だけでなく、環境保全や
防災などの多面的な役割を担う農地の保全を図る

生産緑地地区内農地において農業用井戸及びこれに付属
する施設の新設または改良事業を実施する農業団体等に
対して事業に要する工事代金等の経費の1/2以内を補助
する(補助上限:130万円)

S33 R9

14
経済戦略局
産業振興部

イノベーション課

「空飛ぶクルマ」社会
実装促進事業

①「空飛ぶクルマ」に
ついて、大阪市内で事
業開始をめざす事業者
②「空飛ぶクルマ」会
場外ポート事業者

235,600,000 211,900,000

①大阪市内に空飛ぶクルマ関連事業者を集積させ、社会
実装に向けて定着させることにより、将来にわたって持
続的に成長する大阪経済の実現をめざす。
万博会場と大阪市内との二地点間輸送の実現のため、大
阪市民をはじめ、市内に所在する企業等の十分な理解・
関心を得て、機運の醸成を図る。
②会場外ポートの整地・舗装並びに空飛ぶクルマの格納
庫及び充電設備の設置に対して補助を行うことにより、
2025年大阪・関西万博における空飛ぶクルマにかかる実
証実験の支援を行うことを目的とする。

①「空飛ぶクルマ」について、大阪市内で事業開始をめ
ざす事業者による大阪市域での実証実験や環境整備に資
する調査・検討、社会受容性向上に向けた取組に要する
経費に対し補助を行う。
②「空飛ぶクルマ」会場外ポート事業において実施する
会場外ポートの整地・舗装並びに空飛ぶクルマの格納庫
及び充電設備の設置に対して補助を行う。 R5 R7

15
経済戦略局
産業振興部
企業支援課

大阪市中小企業制度融
資代位弁済補助金

大阪信用保証協会 121,000,000 236,000,000

大阪市中小企業制度融資の実施による信用保証協会の負
担軽減のため、大阪信用保証協会に対して補助を実施す
ることにより、市内中小企業の資金調達の円滑化を図
り、その振興・発展をもって大阪経済の活性化に資する

大阪市中小企業制度融資にかかる代位弁済を行った大阪
信用保証協会に対して、代位弁済額を85～100％((株)日
本政策金融公庫の保険金(代位弁済額の約70～90%)相当
額を予め差し引いた額)の範囲内で補助する S17 R8
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16
経済戦略局
産業振興部
産業振興課

空き店舗を活用した商
店街再生事業補助金

民間事業者 2,400,000 2,400,000

商店街の空き店舗を活用し、ワークショップ等を通じた
まちの調査分析や事業プランの策定に取り組み、新たな
店舗の誘致・開業を支援するとともに、誘致した新規開
業店舗を対象に、空き店舗のリノベーションにかかる経
費の一部を補助することにより、商店街内の空き店舗の
活用及び流通を促進し商店街の活性化を図る。

空き店舗を活用した商店街再生事業により選定した２商
店街内の対象空き店舗においてリノベーションにかかる
経費の1/2を補助する。

R6 R8

17
経済戦略局

立地交流推進部
立地推進担当

市内拠点投資促進助成
金

市内に拠点を新増設す
る企業

500,000,000

大阪の成長を支える産業の中核を担う企業の拠点の新増
設等を支援し、大阪の経済活力の維持・雇用機会の創出
を図る

企業の市内拠点の新増設にかかる固定資産の取得費用の
5％を助成、上限額500百万円

R7 R9

1,827,671,000 1,830,915,000合計


